
政党会派名 議員名
企業立
地補助

金

請願：
住宅リ
フォー
ム助成

請願：
伊方原
発停止

一般質
問

○印 反対 賛成 採択 質問
岡崎ひろし ○ ○ ○ 1
高須賀とし子 ○ ○ ○ 1

無会派 太田 嘉一 ● ● ● 1
伊藤 初美 ● ○ ○
岩本 和強 ● ○ ○ 1
川﨑 利生 ● ○ ○
佐々木文義 ● ● ●
真木増次郎 ● ● ●
高塚 広義 ● ● ●
藤原 雅彦 ● ● ● 1
伊藤 優子 議長 議長 議長 議長
大石 豪 ● ● ●
大條 雅久 ● ● ● 1
篠原 茂 ● ● ● 1
仙波 憲一 ● ● ●
藤田 幸正 ● ● ● 1
三浦 康司 ● ● ●
伊藤 謙司 ● ● ●
加藤喜三男 ● ● ●
近藤 司 ● ● ●
白籏 愛一 ● ● ●
高橋 一郎 ● ● ●
永易 英寿 ● ● ●
藤田 豊治 ● ● ● 1
水田 史朗 ● ● ● 1
山本健十郎 ● ● ● 1

※請願：伊方原発停止の●は、継続です。

日本共産党

市民の会

公明党

いずみ会

自民クラブ

国からの

補助

144,000 円

(3kw×48,000 円)

4万8000円/kw、上限10kw
(システム価格が 60 万

円/kw 以下であること)

市からの

補助

90,000 円

(3kw×30,000 円)

3 万円/kw、上限 12 万円

合計 23,4000 円

※補助件数に制限があるなど、あくまでも目安です。詳細について

は行政の窓口で確認してください。

●市の答弁によりますと、3ｋｗの太陽光発電システムは平

均で 172 万円（2011 年 4～6 月）です。日本共産党は、国

や県・市の補助金を増額させるようがんばります。

東
京
電
力
の
福
島
原
発

事
故
か
ら
七
か
月
を
超
え

ま
し
た
。

で
も
事
故
収
束
の
目
ど

が
今
も
っ
て
立
っ
て
い
ま

せ
ん
。

「
人
類
が
経
験
し
た
こ
と

が
な
い
過
酷
事
故
が
ど
う

し
て
お
こ
っ
た
の
か
」
。

こ
の
肝
心
か
な
め
の
事

故
原
因
の
検
証
は
、
ま
だ
究

明
中
で
あ
り
、
と
く
に
地
震

に
よ
る
破
壊
の
実
態
は
「
い

ま
だ
に
不
明
」
と
政
府
も
報

告
し
て
い
ま
す
。

財
界
な
ど
か
ら
再
稼
働

の
つ
よ
い
要
求
が
あ
る
こ

と
に
つ
い
て
、
日
本
共
産
党
の

志
位
和
夫
委
員
長
は
、
１０
月

５
日
、
次
の
よ
う
に
講
演
。

「
事
故
原
因
の
究
明
な
し
、
ま

と
も
な
規
制
機
関
な
し
の
再

稼
働
な
ど
論
外
で
す
」
。

「
野
田
首
相
が
私
の
質
問
に

た
い
し
、
事
故
の
究
明
が
す
べ

て
の
ス
タ
ー
ト
の
大
前
提
。
究

明
を
終
え
た
あ
と
に
再
稼
働

の
プ
ロ
セ
ス
に
は
い
る
」
と
答

弁
（
９
月
２７
日
衆
院
予
算
委

員
会
）
。

こ
の
答
弁
を
し
っ
か
り
と

守
ら
せ
る
こ
と
が
大
事
で
あ

る
と
表
明
し
ま
し
た
。

①
原
発
の
危
険
は
、
膨
大
な

「
死
の
灰
」
を
原
子
炉
内
に
閉

じ
込
め
る
技
術
が
存
在
し
な

い
こ
と
で
も
実
証
さ
れ
て
い

る
。

１
０
０
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト

ク
ラ
ス
の
原
発
が
１
年
間
稼

働
す
る
と
、
ヒ
ロ
シ
マ
型
原
爆

１
０
０
０
発
を
超
え
る
「
死
の

灰
」
が
た
ま
り
ま
す
。

伊
方
で
の
使
用
済
み
核
燃

料
「
死
の
灰
」
は
ど
の
く
ら
い

あ
る
の
か
、
県
、
四
国
電
力
に

た
ず
ね
調
査
報
告
し
て
く
だ

さ
い
。

答
弁伊

方
に
お
い
て
は
、
１０
年
度

末
で
１
３
２
４
本
の
使
用
済
み

核
燃
料
が
貯
蔵
さ
れ
て
い
る
。
搬

出
無
し
で
も
今
後
１０
年
間
は
貯

蔵
可
能
と
聞
い
て
い
る
。

②
安
心
安
全
の
自
然
再
生
エ

ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
が
大
き

な
世
論
と
な
り
自
給
率
の
引

き
上
げ
へ
具
体
的
に
す
す
み

だ
し
た
。
新
居
浜
で
の
取
り
組

み
を
う
か
が
い
た
い
。

答
弁太

陽
光
発
電
に
つ
い
て
は
住

宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
設

置
補
助
を
、
２
０
０
９
年
７
月
よ

り
開
始
。
０
９
年
度
が
１
０
９

件
、
１
０
年
度
が
１
７
９
件
、
１

１
年
度
は
７
月
末
ま
で
に
１
９

３
件
と
本
年
度
に
入
っ
て
急
増

し
て
い
ま
す
。

日
本
共
産
党
は
民
主
団
体
や

市
民
と
力
を
あ
わ
せ
「
原
発
か

ら
の
撤
退
」
な
ど
の
署
名
運
動

を
行
っ
て
い
ま
す
。

あ
る
市
民
の
活
動
を
紹
介

し
ま
す
。

「
自
分
の
思
い
も
込
め
て
署

名
へ
の
協
力
を
お
願
い
す
る

と
、
す
べ
て
の
人
が
快
く
応
じ

て
く
れ
ま
す
。
署
名
も
１
５
５

人
に
な
り
現
在
進
行
中
で

す
」
。「
夫
は
、
子
ど
も
や
孫
の

未
来
に
悔
い
を
の
こ
さ
な
い

よ
う
に
今
で
き
る
こ
と
を
せ

ん
と
い
か
ん
。
ど
う
し
て
も
原

発
ゼ
ロ
へ
と
、
暑
い
中
が
ん

ば
っ
て
い
ま
す
」
。

ご
夫
婦
が
ど
ん
な
思
い
で

行
動
し
て
い
る
の
か
尋
ね
る

と
こ
ん
な
話
が
か
え
っ
て
き

ま
し
た
。

街頭署名をよびかける岡崎（左）

高須賀（右）両市議、10月 10 日



政
府
・
民
主
党
は
、
１１
・
２

兆
円
を
臨
時
増
税
で
ま
か
な

う
復
興
財
源
案
を
き
め
ま
し

た
。こ

れ
は
財
界
、
大
企
業
団
体

の
日
本
経
団
連
（
米
倉
弘
昌
会

長
）
の
提
言
に
沿
う
も
の
で

す
。
復
興
財
源
に
消
費
税
な
ど

庶
民
増
税
を
あ
て
る
一
方
、
法

人
税
に
つ
い
て
は
減
税
の
実

施
を
要
求
し
て
い
ま
し
た
。

政
府
案
は
、
法
人
税
に
つ
い

て
４
・
５
％
ひ
き
さ
げ
た
う
え

で
３
年
間
だ
け
付
加
税
を
か

け
る
も
の
で
、
１０
年
間
で
差
し

引
き
１１
・
６
兆
円
も
の
減
税
に

な
り
ま
す
。

９
月
議
会
で
は
、
住
友
化
学

２
件
な
ど
、
企
業
立
地
促
進
補

助
金
約
１
億
２
千
万
円
が
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

討
論
で
日
本
共
産
党
は
、
大

儲
け
大
企
業
へ
の
補
助
よ
り

も
中
小
企
業
支
援
を
訴
え
。

ま
た
財
政
危
機
、
社
会
保
障

な
ど
の
財
源
を
め
ぐ
っ
て
欧

米
大
企
業
ト
ッ
プ
か
ら
注
目

す
べ
き
発
言
が
相
次
い
で
い

る
こ
と
を
紹
介
し
ま
し
た
。

「
わ
れ
わ
れ
に
課
税
せ
よ
」

「
繁
栄
を
分
か
ち
あ
お
う
」
。

あ
る
ア
メ
リ
カ
の
投
資
家
は

「
億
万
長
者
を
優
遇
す
る
議

会
に
甘
や
か
さ
れ
て
き
た
」
と

富
裕
層
へ
の
増
税
を
主
張
。
オ

バ
マ
大
統
領
は
、
富
裕
層
、
大

企
業
優
遇
税
制
を
見
直
す
演

説
を
行
い
ま
し
た
。

日
本
経
団
連
は
「
わ
れ
ら
に

減
税
を

庶
民
に
増
税
を
」
の

提
言
。
こ
の
違
い

な
に
？

一般被保険者の一人当たり基準総所得金額

（料率決定時・新居浜市）

2006 年 2011 年

１人あたり所得（円） 456,000 413,000

５年間の伸び率（％） ― ▲９．４

▲減少

※基準総所得金額とは、収入（年金、給与など）か

ら必要経費を控除したあと 33 万円を差し引いた額。

●サラリーマン、自営業者への増税＝約８.８兆円

内訳：所得税増税５.５兆円、たばこ増税２.２兆円、

その他１.１兆円

●大企業向け法人税の実質減税＝約１１.６兆円

新
居
浜
市
は
２
０
１
０
年

度
の
国
保
料
値
上
に
つ
づ
い

て
、
１２
年
度
に
も
値
上
げ
を
計

画
し
て
い
ま
す
。

「
医
療
費
が
高
く
な
っ
た
」

と
い
う
の
が
言
い
分
で
す
。

で
も
市
民
の
支
払
い
能
力

を
み
な
い
と
片
手
落
ち
と
い

う
も
の
。

上
の
表
の
よ
う
に
国
保
加

入
者
の
所
得
は
、
５
年
間
で

約
１０
％
も
減
少
。
更
な
る
値

上
げ
は
限
界
で
あ
る
こ
と
を

示
し
て
い
ま
す
。

何
よ
り
も
国
と
県
が
法
に

も
と
づ
く
責
任
を
果
た
す
べ

き
で
す
。
同
時
に
市
と
し
て

も
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入

れ
を
増
や
す
な
ど
、
自
治
体

と
し
て
の
役
割
を
発
揮
す
る

こ
と
が
必
要
で
は
な
い
で
し

ょ
う
か
。
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日本 フランス アメリカ イギリス ドイツ

職員数は政府、地方、政府企業、軍人、国防職員。データは

2008 年（仏、英、独）09 年（米、日）。総務省資料。


